一般共同研究Ⅱ　市町村行政評価BMを活用した越境地域のガバナンス研究ーー上信越国境地域および三遠南信地域を核にーー by 熊倉 浩靖
1. テーマ
市町村行政評価 BM を活用した越境地域のガバナンス
研究－上信越国境地域および三遠南信地域を核に－
（上信越国境地域および三遠南信地域／比較対象地域
は全国）
2. 代表者・共同研究者・協力者（および組織）
3. 期間
2015 年 6 月から 2016 年 3 月まで
4. 目的
　研究代表者等が開発し定着しつつある市町村行政評
価ベンチマーク（以下 BM）を活用して、2014 年度
地域間交流研究で浮き彫りとなった①人口減少・子育
て対策②公共施設マネジメント③移住・定住促進の 3
課題を、越境地域という地域性を利用して具体的に改
善・解決していく手法を開発する。
5. 実績概要
　３課題が地方創生・総合戦略と密接に関わっている
ため BM 評価を総合戦略と合わせて３回にわたり上信
越越境地域研究会を開催（12 月 21 日、2 月 4 日、3
月 24 日）。その結果、研究対象とした３項目は３類
型８施策に整理された。A 類型・地域内の先進事例を
普及・共有する形での課題解決型（須坂市保健補導員
制度、中之条町中之条電力）、B 類型・共同事業とし
ての検討・具体化型（地域資産解説人材共同育成プロ
域政策の比較研究」、上野莉紗、2016 年 2 月 27 日
県境地域において生じてきた課題について検討した。
また、越境政策に取り組んでいる地域の実態について
検討した。
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グラムと解説ガイドの「職業」化の推進、ふるさと納
税の戦略的展開と越境連携、DMO の共同化と連携）、
C 類型・経験を学び合いながらの検討型（CCRC、学
童保育及び中・高校生の教育支援・進学先選択肢の拡
充、小中学校統合と廃校利用）
6. 今後の展開
1．整理された３類型８施策のさらなる検討と実施に
向けて研究会を持続させ、意思決定が可能なレベ
ルでメンバー参加による事業化の推進（新年度展
開）。
2．市町村行政評価 BM の有効性の再確認と BM を活
用した参加自治体等の行政改善の持続的展開（新
年度継続）
　両課題共に、立地状況を同じくする関東甲信越静の
県境地域等に拡大して展開予定。
7. 研究内容
（Ａ）地域内の先進事例を普及・共有する形で課題解
決に向かうべき例
　・須坂市保健補導員制度→健康長寿のプログラム・
商品開発
　 人口減少・高齢化が進んでも地域の健康長寿・持
続発展を促せる施策であり、ストレスチェックの
制度化を受ければ、企業等の研修旅行、長期滞在
プログラムとなる可能性も。
　・中之条町の中之条電力→エネルギーの地産地消
　 渋川市も年間電気消費量 7 億 kw 時の 80% にあた
る 5.6 億 kw 時が市内の水力発電で賄える計算。
（Ｂ）共同事業としての検討・具体化が求めるべき例
　・地域資産解説人材共同育成プログラムと解説ガ
イドの「職業」化の推進
　 上信越越境地域は、世界レベルの多様な資産に恵
まれているが、質の高いガイドが大量に必要。ガ
イドの「職業」化は住民のアイデンティティを高
め雇用を促し地域にお金を落とす。施設のマネジ
メントが課題のそれぞれの文化・社会教育施設や
観光施設の活用の場となる。
　・ふるさと納税の戦略的展開と越境連携
　 須坂市・中之条町・みなかみ町・長野原町等の実
績を見ると、市町村税の 5 〜 10％、市町村税＋
地方交付税の 2 〜 4％の「ふるさと納税」が年々
行われている。（5 〜 10％の人口増に匹敵か）
　  ・ＤＭＯの共同化と連携
(Ｃ）経験を学び合いながら、解決の道を探りたい課題
　・ ＣＣＲＣ
　　従来の別荘地開発や移住者を想定した住宅団地
開発の成果と課題（安中市・長野原町等）の意見
交換。新たなＣＣＲＣの試みの中で見えて来た成
果と課題の共有化（南魚沼市等）。
　・学童保育（加えて中・高校生の教育支援・進学
先選択肢の拡充）
　・小中学校統合と廃校利用
　　BM自体の利用改善策としては、以下が整理された
　 誰が使うのかを明確にする
　   → 担当課と企画・政策部門とのコミュニケー　
　　　 ション・ツール。
　 位置づけと有効性　
　   → 評価ツールと短絡せず現状把握ツールとして
　　　位置づけるのが有効。
　 担当課の負担感を減らす
 　  → 全項目入力にこだわらない。
 　 　  毎年にこだわらない。
関連資料
１．越境地域政策研究フォーラム分科会１
       「越境地域とカバナンス」発表要旨
２．同、発表 PowerPoint（PDF ファイル）
8. その他実績
【研究報告】
　2015 年 度 越 境 地 域 政 策 研 究 フ ォ ー ラ ム
（2016.2.27、愛知大学豊橋校舎）分科会１「越境地
域とカバナンス」で発表
【雑誌論文】
　『季刊　評価クォータリー』№ 35、「業務改善と地
方創生のツール　市町村行政評価ベンチマーク」、熊
倉浩靖、平成 27 年 10 月 25 日
目次
１．KPI（重要業績評価指標）
　　登場で見直される市町村行政評価
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３．ベンチマーク・モデルの概観
４．市町村カルテ
1. テーマ
遠州灘沿いにおける復興デザインのための「災害対応
の素地」に関する研究
（遠州灘およびその後背地域、堀切・新居・御前崎）
2. 代表者・共同研究者・協力者（および組織）
3. 期間
2015 年 6 月から 2016 年 3 月まで
4. 目的
　本研究では、津波経験地域である遠州灘沿いにおい
て、地理的特徴や生活生業環境を異にする集落・都市
を抽出し、それぞれの「災害対応の素地」を明らかに
し、広域連携による復興デザインのあり方を考察する。
以上の作業を通じて、復興デザインの検討手法を確立
する。
5. 実績概要
　低地部に立地し浸水被害が懸念される渥美半島に立
地する堀切集落、低平地部で浜名湖沿いにあり工業が
進出している新居集落、砂丘の原発を抱える浜岡の各
地で、「災害対応の素地」を、文献調査と実態踏査を
ふまえて把握した。それによって、日常の生業やリス
ク、被災後の復興デザインのあり方について、具体的
に検討した。特に広域的避難について、浜岡における
越境避難を可能にする連携のあり方を示唆した。
6. 今後の展開
　本研究においては、遠州灘の地形や履歴をふまえて、
三種類に類型化をはかった。
　それぞれの対象に関する調査は、特に、現在の共同
体の状況などについて不足しており、補足したい。
　また、今後は、類型化ごとの自治体や集落を対象に
して、事前復興の実践と越境のあり方に向けて、自治
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